
                                   平成 29(2017)年 10月 31 日

平成 29 年度第２回独立行政法人都市再生機構

事業評価監視委員会の開催等について

独立行政法人都市再生機構では、平成 29年 10 月５日に平成 29年度第２回事業評価監視委

員会を開催しましたので、その開催概要等についてお知らせします。

お問い合わせは下記へお願いします。

【事業評価について】

本社 経営企画部 投資管理課

    （電話）０４５－６５０－０３８４

【事業実施基準適合検証について】

本社 都市再生部 事業戦略室

    大都市戦略第１課

（電話）０４５－６５０－０３８２

本社 広報室 報道担当

    （電話）０４５－６５０－０８８７
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開催概要等

１ 平成 29年度第２回事業評価監視委員会の開催概要

(1) 開催日等

  ① 日  時：平成 29 年 10月５日（木） 15:00～18:00

  ② 開催場所：独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部会議室

（新宿アイランドタワー13階）

(2) 事業評価監視委員会委員

・岩沙 弘道 （三井不動産株式会社代表取締役会長）

・岡 絵理子 （関西大学環境都市工学部教授）

・金安 岩男 （慶應義塾大学名誉教授）

・河島 均 （元東京都技監）

・岸井 隆幸 （委員長代理） （日本大学理工学部教授）

・清野 由美 （ジャーナリスト）

・黒川 洸 （委員長） （東京工業大学名誉教授）

・奈良 道博 （弁護士）

・深尾 精一 （首都大学東京名誉教授）

（五十音順・敬称略。所属・役職は開催当時のもの。）

(3) 議事

① 審議内容（事業評価）の説明

平成 29年度事業再評価実施対象事業２件について、事業目的、事業の実施環境の概

要、対応方針案及び対応方針案決定の理由について、都市機構から説明した。

  ② 審議（事業評価）

   【別紙１】のとおり意見があった。

  ③ 審議内容（都市再生事業実施基準の適合検証）の説明

都市再生事業実施基準の適合検証対象事業８件に関して、事業の実施概要及び適合検

証結果について、都市機構から説明した。

  ④ 審議（都市再生事業実施基準の適合検証）

  検証結果に係る評価があった。

２ 再評価実施対象事業の対応方針について

  【別紙２】のとおり。（平成 29年 10 月 20日 都市機構にて決定）

３ 都市再生事業の実施基準適合検証結果及び事業評価監視委員会の評価について

(1) 今回の委員会において審議した都市再生事業の実施基準適合検証結果及び委員会の

評価については以下の通り。
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①今般、詳細を公開する事業

地区名 所在地 検証結果等 ページ

東池袋四・五丁目地区

（木密エリア不燃化促進事業）

東京都

豊島区

【別紙３】のとおり。

（再検証）

６～９

26～31

荒川二・四・七丁目地区

（木密エリア不燃化促進事業）

東京都

荒川区

【別紙３】のとおり。

（再検証）

10～13

26～31

弥生町三丁目周辺地区

（木密エリア不燃化促進事業）

東京都

中野区

【別紙３】のとおり。

（再検証）

14～17

26～31

京島周辺地区

（木密エリア不燃化促進事業）

東京都

墨田区

【別紙３】のとおり。

（再検証）

18～21

26～31

豊町・二葉・西大井地区

（木密エリア不燃化促進事業）

東京都

品川区

【別紙３】のとおり。

（再検証）

22～25

26～31

北砂三・四・五丁目地区

（木密エリア不燃化促進事業）

東京都

江東区
【別紙３】のとおり。 32～43

池袋本町・上池袋地区

（木密エリア不燃化促進事業）

東京都

豊島区
【別紙３】のとおり。 44～56

②今般、概要を公開し、事業着手後に詳細を公開する事業

南池袋二丁目Ｃ地区
東京都

豊島区
【別紙４】のとおり。 57

(2) これまでの委員会において審議した都市再生事業のうち、事業に着手したことにより

今般新たに公開する都市再生事業の実施基準適合検証結果及び委員会の評価は以下のと

おり。

地区名 所在地 審議年月及び検証結果等 ページ

大和川左岸（三宝）地区
大阪府

堺市

審議年月：平成 28年 12 月

【別紙５】のとおり。
58～73

東池袋四・五丁目

（従前居住者用賃貸住宅）地区

東京都

豊島区

審議年月：平成 29年６月

【別紙５】のとおり。
74～85

４ 事業評価監視委員会提出資料等の公開

平成 29 年 10 月末を目途に都市機構宮城・福島震災復興支援本部、岩手震災復興支援本

部、東日本賃貸住宅本部、中部支社、西日本支社及び九州支社にて閲覧に付す。
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【別紙１】

事業再評価実施対象事業の対応方針案と委員会の意見

地区名 所在地
対応方針案 左 記 に対 する

事業評価監視

委員会の意見理由及び事業中止に伴う事後措置の内容

四谷駅前地区

〔市街地再開発事業〕

東京都

新宿区

事業継続

・対応方針案

のとおり。

〔理由〕

・施設建築物工事に着手し、概ね予定通り事

業が進捗しており、国公有地と周辺市街地

の一体整備による土地の高度利用・都市基

盤の整備や多様な都市機能の集積等が見

込まれる。

大手町地区

〔土地区画整理事業〕

東京都

千代田区

事業継続

・対応方針案

のとおり。

・エリアマネジ

メント活動を

活性化させる

ような働き掛

けを行うこと。

〔理由〕

・土地区画整理事業の当初区域については、

公共施設整備等は概ね完了。常盤橋街区

についても、再開発事業の進捗に合わせ着

実に基盤整備等を行っていく予定。

・土地区画整理事業により誘発された再開発

事業については、第１次～第３次が竣工す

るとともに、第４次（常盤橋街区）についても

着工済みであり、国際競争力強化のための

拠点整備が着実に図られている。
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【別紙２】

事業再評価実施対象事業の対応方針

地区名 事業手法等 対応方針

四谷駅前地区 市街地再開発事業 事業継続

大手町地区 土地区画整理事業 事業継続
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都市再生事業実施基準適合検証調書

地 区 名 東池袋四・五丁目地区（木密エリア不燃化促進事業）

目 的 地方公共団体のまちづくりの支援・補完

所 在
東京都豊島区東池袋四丁目１～４番、14～18 番及び 29～38 番、

五丁目全域

地 区 面 積 約 19.2ha

検 証 年 度 平成 25 年度（再度検証 平成 29 年度）

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件

東京メトロ「東池袋」駅「新大塚」駅 徒歩約１分

都電荒川線 「東池袋四丁目」駅、「向原」駅 （地区内）

従 前 の 状 況
【 用 途 地 域 等 】

【不燃化領域率】

【土地利用状況】

商業地域（80／600）～第一種住居地域（60／300）

58.7％

木造住宅密集市街地

事 業 の

経 緯

昭 和 5 8 年    
住 宅 市 街 地 総 合 整 備 事 業 （密 集 市 街 地 整 備

型）着手

平成 17 年 11 月 補助 81 号線事業計画認可

平成 20 年 6 月 東池袋四・五丁目地区地区計画都市計画決定

平成 24 年 7 月 造幣局南地区でコーディネート業務を受託

平成 25 年 4 月

東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」不

燃化推 進特定 整備 地区制 度先 行実施 地区に

指定

平成 25 年 6 月 木密エリア不燃化促進事業開始

そ の 他 －

計 画 諸 元

【事業手法】

密集市街地整備

【計画概要】

・住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）及び不燃

化推進特定整備地区において、機構の土地取得による老朽木

造建築物の除却、地方公共団体及び民間事業者との連携によ

る取得地の交換分合等により個別建替えを促進することで、都

及び区が進める木密地域不燃化 10 年プロジェクトを後押しす

る。

事 項 現行計画

取得面積 約 4,200 ㎡

用途 個別建替え用地等

事業期間 平成 25 年度～平成 32 年度

【別紙３】
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地 区 名 東池袋四・五丁目地区

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況

地
方
公
共
団
体
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
・
補
完

地

公

体

か

ら

の

要

請

文

書

の

内

容

ま ち づ く り

観 点 か ら

機 構 実 施

が必要

平成 32 年度までに不燃領域率を 70％とする整備目標の達成に

向けて、木密地域不燃化 10 年プロジェクトのコア事業、コア事業

以外の事業を重点的・集中的に取組むこととしており、UR による

老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進に関する土地取得も

含めた支援が必要。

適

合

地公体自ら

実 施 が 困

難・不適切

従来からの住宅市街地総合整備事業による防災性の向上や住

環境の改善に加え、不燃化推進特定整備地区の整備目標の達

成に向けて、不燃化建替えの促進に係る土地取得を含む個別権

利者意向に合わせた多様な展開を図ることは、区単独では対応

が困難。

適

合

事 業 地 区

の 位 置 づ

け 又 は 議

会承認

・東池袋四・五丁目地区住宅市街地総合整備事業（昭和 58 年）

・東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」不燃化推進特定整

備地区制度先行実施地区（平成 25 年 4 月）

適

合

地公体との役割

分担

区は以下を実施

・木密地域不燃化 10 年プロジェクトのコア事業等（主要生活道路

の拡幅整備等）の実施

・老朽建物所有者の建物除却費を全額補助

適

合

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020 年の東京」の第一目標である「高度

な防災都市の実現」を支える「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」

を支援。

・道路・公園等の公共施設整備の促進・老朽建物の除却及び不

燃化建替えの促進

・不燃領域率：約２ポイント改善

適

合

民間事業者が

地公体を代替す

ることが困難な理

由

<イ 事業の長期化等のリスクが内在する事業であること>

・不燃化を促進するために、土地取得及び交換に係る地権者との

調整等に時間を要する

<ロ 関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な

事業であること>

・取得又は交換した土地の周辺で共同化等の面整備の意向があ

る場合、各者の立場を考慮した計画策定及び関係者の調整の必

要があることから、公的機関たる機構の中立性及び公平性が必

要

適

合

民間事業者の

参画機会
・建築物の建替えにおいて民間事業者を活用。

適

合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業

収支は適正に確保されている。

適

合

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○）

上記検証結果に対する事業

評価監視委員会の評価

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。
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位置図 東池袋四・五丁目地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

Ｎ

東池袋四・五丁目地区

０ｍ ５００ｍ １，０００ｍ

サンシャイン

造幣局

池袋駅

雑司ヶ谷霊園

東池袋駅

大塚駅

©ＴＤＭ

「この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。
(承認番号) 29都市基交著第 45号」
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区域図 東池袋四・五丁目地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

「この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。（承認番号）29 都市基交著第 45 号」
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都市再生事業実施基準適合検証調書

地 区 名 荒川二・四・七丁目地区（木密エリア不燃化促進事業）

目 的 地方公共団体のまちづくりの支援・補完

所 在
東京都荒川区荒川一丁目 1,6,32 番、荒川二・四・七丁目全域、町

屋一丁目 1,2,19～21 番

地 区 面 積 48.5ha

検 証 年 度 平成 25 年度 （再度検証 平成 29 年度）

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件

京成本線、東京メトロ「町屋」駅（地区内）

都電荒川線 「荒川二丁目」駅（地区内）

従 前 の 状 況

【 用 途 地 域 等 】

【 不 燃 領 域 率 】

【土地利用状況】

商業地域（80/400・500・600） 準工業地域（80/300）

58.4％

木造住宅密集市街地

事 業 の

経 緯

平成 17 年 12 月
住 宅 市 街 地 総 合 整 備 事 業 （密 集 市 街 地 整 備

型）着手

平成 19 年 5 月
区と「荒川二 ・四・七丁目 のまちづくりに関 する

協定」締結

平成 24 年 10 月
荒川二・四・七丁目地区地区計画都市計画決

定

平成 25 年 4 月

東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」不

燃化推 進特定 整備 地区制 度先 行実施 地区に

指定

平成 25 年 6 月 木密エリア不燃化促進事業開始

そ の 他 －

計 画 諸 元

【事業手法】

密集市街地整備

【計画概要】

・住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）及び不燃

化推進特定整備地区において、機構の土地取得による老朽木

造建築物の除却、地方公共団体及び民間事業者との連携によ

る取得地の交換分合等により個別建替えを促進することで、都

及び区が進める木密地域不燃化 10 年プロジェクトを後押しす

る。

事 項 現行計画

取得面積 約 4,600 ㎡

用途 個別建替え用地等

事業期間 平成 25 年度～平成 32 年度
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地 区 名 荒川二・四・七丁目地区

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況

地
方
公
共
団
体
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
・
補
完

地

公

体

か

ら

の

要

請

文

書

の

内

容

ま ち づ く り

観 点 か ら

機 構 実 施

が必要

平成 32 年度までに不燃領域率を 70％とする整備目標の達成に向

けて、木密地域不燃化 10 年プロジェクトのコア事業、コア事業以外

の事業を重点的・集中的に取組むこととしており、UR による老朽建

物の除却及び不燃化建替えの促進に関する土地取得も含めた支

援が必要。

適

合

地公体自ら

実 施 が 困

難・不適切

従来からの住宅市街地総合整備事業による防災性の向上や住環

境の改善に加え、不燃化推進特定整備地区の整備目標の達成に

向けて、不燃化建替えの促進に係る土地取得を含む個別権利者

意向に合わせた多様な展開を図ることは、機構との相互協力なし

には対応が困難。

適

合

事 業 地 区

の 位 置 づ

け 又 は 議

会承認

・荒川二・四・七丁目地区住宅市街地総合整備事業（平成 17 年 12

月）

・荒川二・四・七丁目地区地区計画（平成 24 年 10 月）

・東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」不燃化推進特定整備

地区制度先行実施地区（平成 25 年 4 月）

適

合

地公体との役割

分担

区は以下を実施

・木密地域不燃化 10 年プロジェクトのコア事業等（主要生活道路の

拡幅整備等）の実施

・老朽建物所有者の建物除却費を全額補助

適

合

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020 年の東京」の第一目標である「高度な

防災都市の実現」を支える「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」を

支援。

・道路・公園等の公共施設整備の促進

・老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進

・不燃領域率：約１ポイント改善

適

合

民間事業者が

地公体を代替す

ることが困難な理

由

<イ 事業の長期化等のリスクが内在する事業であること>

・不燃化を促進するために、土地取得及び交換に係る地権者との

調整等に時間を要する

<ロ 関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事

業であること>

・取得又は交換した土地の周辺で共同化等の面整備の意向がある

場合、各者の立場を考慮した計画策定及び関係者の調整の必要

があることから、公的機関たる機構の中立性及び公平性が必要

適

合

民間事業者の

参画機会
・建築物の建替えにおいて民間事業者を活用

適

合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収

支は適正に確保されている。

適

合

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○）

上記検証結果に対する事業

評価監視委員会の評価

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。
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位置図 荒川二・四・七丁目地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

0ｍ             500m
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この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）29都市基交著第156号
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区域図 荒川二・四・七丁目地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

町屋駅

特定整備路線候補区間

荒川二・四・七丁目地区

荒川二丁目駅

主要生活道路２号線

主要生活道路３号線

荒川二丁目地区

従前居住者用

賃貸住宅整備

主要生活道路４号線

荒川区役所

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）29都市基交著第156号
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都市再生事業実施基準適合検証調書

地 区 名 弥生町三丁目周辺地区（木密エリア不燃化促進事業）

目 的 地方公共団体のまちづくりの支援・補完

所 在
東京都中野区弥生町一丁目 38～54 番、弥生町二丁目 1～4 およ

び 15～19 番、弥生町三丁目全域

地 区 面 積 約 21.3ha

検 証 年 度 平成 25 年度 （再度検証 平成 29 年度）

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件
東京メトロ丸ノ内線方南町支線「中野新橋」駅 徒歩 5 分

従 前 の 状 況

【 用 途 地 域 等 】

【 不 燃 領 域 率 】

【土地利用状況】

第一種中高層住居専用地域（200/60）、第一種住

居地域（200/60）、近隣商業地域（300・400/80）

59.5％（Ｈ24.8 現在）

木造住宅密集市街地

事 業 の

経 緯

平成 21 年～23 年 東京都、中野区、機構にて勉強会を実施

平成 24 年 3 月

中野区と「弥生町地域におけるまちづくりの推

進に関する協定書」締結

区より防災まちづくり検討業務受託

平成 24 年 12 月
区「弥生町一～四丁目地域防災まちづくりの

基本的な考え方」策定

平成 25 年 4 月

平成 25 年 6 月

不燃化推進特定整備地区整備プログラムの

認定

不燃化推進特定整備地区の指定

平成 26 年 2 月 木密エリア不燃化促進事業開始

そ の 他 －

計 画 諸 元

【事業手法】

密集市街地整備

【計画概要】

・住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）及び不燃

化推進特定整備地区において、機構の土地取得による老朽木

造建築物の除却、地方公共団体及び民間事業者との連携によ

る取得地の交換分合等により個別建替えを促進することで、都

及び区が進める木密地域不燃化 10 年プロジェクトを後押しす

る。

事 項 現行計画

取得面積 約 3,200 ㎡

用途 個別建替え用地等

事業期間 平成 25 年度～平成 32 年度
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地 区 名 弥生町三丁目周辺地区

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況

地
方
公
共
団
体
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
・
補
完

地

公

体

か

ら

の

要

請

文

書

の

内

容

まちづくり観点

から機構実施

が必要

東京都の木密地域不燃化 10 年プロジェクトにおける「不燃化

推進特定整備地区」（不燃化特区）の先行実施地区として指定

を受け、平成 32 年度までに地区内の不燃領域率 70％達成を

目標にスピード感を持った事業の推進が必要

適

合

地公体自ら実施

が困難・不適切

不燃化特区の整備目標の達成に向けて、老朽建築物の不燃

化建替えの促進に係る土地の取得、接道不良宅地の解消、避

難道路整備に伴う権利者交渉と生活再建、都営川島町アパー

ト跡地の活用事業など、短期間での効果的な事業実施が不可

欠であり、予算及び体制の面から区単独では十分な対応が困

難

適

合

事業地区の位

置づけ又は議

会承認

・弥生町三丁目周辺地区住宅市街地総合整備事業（平成 25

年 3月）

・東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」不燃化推進特

定整備地区（平成 25 年 6月）

適

合

地公体との

役割分担

区は以下を実施

・木密地域不燃化 10 年プロジェクトのコア事業（避難経路ネッ

トワークの整備、都営川島町アパート跡地の活用）

・老朽建物除却費助成、設計費助成等

適

合

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020 年の東京」の第一目標である

「高度な防災都市の実現」を支える「木密地域不燃化10年プロ

ジェクト」を支援。

・道路・公園等の公共施設整備の促進・老朽建物の除却及び

不燃化建替えの促進

・不燃領域率：約 1.5 ポイント改善

適

合

民間事業者が

地公体を代替すること

が困難な理由

<イ 事業の長期化等のリスクが内在する事業であること>

・不燃化を促進するために、土地取得及び交換に係る地権者

との調整等に時間を要する

<ロ 関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要

な事業であること>

・取得又は交換した土地の周辺で共同化等の面整備の意向

がある場合、各者の立場を考慮した計画策定及び関係者の調

整の必要があることから、公的機関たる機構の中立性及び公

平性が必要

適

合

民間事業者の

参画機会
・建築物の建替えにおいて民間事業者を活用

適

合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事

業収支はともに適正に確保されている。

適

合

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○）

上記検証結果に対する事業評価

監視委員会の評価

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。
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位置図 弥生町三丁目周辺地区（木密エリア不燃化促進事業）

Ｎ

弥生町三丁目周辺地区

中野新橋駅

東京メトロ丸ノ内線

新宿駅

中野坂上駅

西新宿五丁目駅

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の１の地形図を複製したものである。

無断複製を禁ずる。（承認番号）29都市基交著第 156号
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区域図 弥生町三丁目周辺地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

東京大学教育学部附属

中等教育学校

（広域避難場所）

中野新橋駅

弥生町三丁目周辺地区

都営川島町アパート跡地

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東

京都縮尺 2,500分の１の地形図を複製したも

のである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）29都市基交著第 156号
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都市再生事業実施基準適合検証調書

地 区 名 京島周辺地区（木密エリア不燃化促進事業）

目 的 地方公共団体のまちづくりの支援・補完

所 在 墨田区京島一丁目 6～37、44～53 番、二・三丁目全域

地 区 面 積 約 40ha

検 証 年 度 平成 25 年度 （再度検証 平成 29 年度）

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件
京成押上線「京成曳舟」駅 徒歩 1 分

従 前 の 状 況

【 用 途 地 域 等 】

【 不 燃 領 域 率 】

【 土 地 利 用 状 況 】

近隣商業地域(300/80)、商業地域(400/80)、準工

業地域（200・300/80、200・300/60）  

52.5％（Ｈ23 現在）

木造住宅密集市街地

事 業 の

経 緯

平成 13 年 9 月 区から機構にまちづくり協力要請

平成 13 年 12 月

区と機構との間で「墨田区京島二丁目及び三

丁目地区の市街地整備に関する基本協定書」

を締結

平成 22 年 8 月
京島三丁目地区防災街区整備事業 事業認

可

平成 25 年 4 月
不 燃 化推 進特 定整 備地 区整 備プログラムの

認定、不燃化推進特定整備地区の指定

平成 25 年 7 月 区まちづくり公社より業務受託

平成 26 年 2 月 木密エリア不燃化促進事業開始

そ の 他 －

計 画 諸 元

【事業手法】

  密集市街地整備

【計画概要】・住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備

型）及び不燃化推進特定整備地区において、機構の土地取得

による老朽木造建築物の除却、地方公共団体及び民間事業者

との連携による取得地の交換分合等により個別建替えを促進

することで、都及び区が進める木密地域不燃化 10 年プロジェク

トを後押しする。

事 項 現行計画

取得面積 約 5,000 ㎡

用途 個別建替え用地等

事業期間 平成 25 年度～平成 32 年度

18



地 区 名 京島周辺地区

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況

地
方
公
共
団
体
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
・
補
完

地

公

体

か

ら

の

要

請

文

書

の

内

容

ま ち づ く り 観

点 か ら 機 構

実施が必要

平成 32 年度までに不燃領域率を 70％とする整備目標の達成に

向けて、木密地域不燃化 10 年プロジェクトのコア事業、コア事業

以外の事業を重点的・集中的に取組むこととしており、UR による

老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進に関する土地取得も

含めた支援が必要。

適

合

地公体自ら実

施が困難・不

適切

従来からの住宅市街地総合整備事業による防災性の向上や

住環境の改善に加え、不燃化推進特定整備地区の整備目標の

達成に向けて、不燃化建替えの促進に係る土地取得を含む個

別権利者意向に合わせた多様な展開を図ることは、区単独で

は対応が困難。

適

合

事業地区の位

置づけ又は議

会承認

・住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）

  北部中央地区（昭和 59 年）・京島地区（昭和 58 年）

・防災都市づくり推進計画（平成 7 年）重点整備地域

・東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」不燃化推進特定整

備地区制度先行実施地区 京島周辺地区（平成 25 年 4 月）

適

合

地公体との

役割分担

区は以下を実施

・木密地域不燃化 10 年プロジェクトのコア事業等（曳舟たから通

り拡幅整備事業、主要生活道路の拡幅整備、10 年プロジェクト

不燃化促進事業等）の実施

適

合

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020 年の東京」の第一目標である「高

度な防災都市の実現」を支える「木密地域不燃化 10 年プロジェ

クト」を支援。

・道路・公園等の公共施設整備の促進

・老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進

・不燃領域率：約 1.6 ポイント改善

適

合

民間事業者が

地公体を代替するこ

とが困難な理由

<イ 事業の長期化等のリスクが内在する事業であること>

・不燃化を促進するために、土地取得及び交換に係る地権者と

の調整等に時間を要する

<ロ 関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要

な事業であること>

・取得又は交換した土地の周辺で共同化等の面整備の意向が

ある場合、各者の立場を考慮した計画策定及び関係者の調整

の必要があることから、公的機関たる機構の中立性及び公平

性が必要

適

合

民間事業者の

参画機会
・建築物の建替えにおいて民間事業者を活用。

適

合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事

業収支はともに適正に確保されている。

適

合

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○）

上記検証結果に対する事業評

価監視委員会の評価

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。
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位置図 京島周辺地区〔木密エリア不燃化促進事業〕
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この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）29都市基交著第156号
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区域図 京島周辺地区〔木密エリア不燃化促進事業〕
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この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）29都市基交著第156号
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都市再生事業実施基準適合検証調書

地 区 名 豊町・二葉・西大井地区（木密エリア不燃化促進事業）

目 的 地方公共団体のまちづくりの支援・補完

所 在 東京都品川区豊町４～６丁目、二葉３・４丁目、西大井６丁目

地 区 面 積 63.6ha

検 証 年 度 平成 27 年度 （再度検証 平成 29 年度）

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件
ＪＲ横須賀線「西大井」駅、都営浅草線「中延」駅、大井町線「戸越公園」駅

従 前 の 状 況

【用途地域等】

【不燃領域率】

【土地利用状況】

第一種住居地域（60％／200％）、近隣商業地域

（80％／300％） 、準工業地域（60％／200％）、商

業地域(80％／400％)

44.3％（平成 25年３月末時点）

木造住宅密集市街地

事 業 の

経 緯

平成 15 年 06 月 品川区と「二葉３・４丁目地域周辺地区のまち

づくりに関する協定書」締結

平成 18 年 04 月 住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備

型）開始（二葉３・４丁目、西大井６丁目地区）

平成 19 年 04 月 住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備

型）開始（豊町４・５・６丁目地区）

平成 25 年 12 月
東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」

不燃化特区に指定

平成 27 年 12 月 木密エリア不燃化促進事業開始

そ の 他 －

計 画 諸 元

【事業手法】

密集市街地整備

【計画概要】

・住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）及び不燃化推

進特定整備地区において、機構の土地取得や地方公共団体及び民

間事業者との連携による取得地の交換分合等により、道路・公園等

の公共施設整備、老朽木造建築物の除却及び個別建替えを促進す

ることで、都及び区が進める木密地域不燃化 10 年プロジェクトを後

押しする。

事 項 現行計画

取得面積 約 6,000 ㎡

用途 個別建替え用地等

事業期間 平成 27 年度～平成 32 年度
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地 区 名 豊町・二葉・西大井地区

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況

地
方
公
共
団
体
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
・
補
完

地

公

体

か

ら

の

要

請

文

書

の

内

容

まちづくり

観 点 か ら

機構実施

が必要

東京都の木密地域不燃化 10 年プロジェクトにおける「不燃化推進

特定整備地区」（不燃化特区）に指定されており、公共施設整備や

老朽木造建物の除却・建替え促進等を通じた、地区内の防災性向

上や住環境改善に係る取組みを推進するためには、機構による不

燃化促進に資する土地取得も含めた支援が必要

適

合

地公体自ら

実 施 が 困

難・不適切

不燃化特区の整備目標の達成に向け、公共施設用地の確保、老

朽木造建築物の集中する区域の整備改善、無接道地や行き止まり

の解消、事業協力者の移転先の確保等を進めていくためには、予

算及び体制の面から区単独では十分な対応が困難

適

合

事 業 地 区

の 位 置 づ

け 又 は 議

会承認

・住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）

（二葉・西大井：平成 18 年度、豊町：平成 19 年度）

・東京都「木密地域不燃化 10年プロジェクト」

不燃化推進特定整備地区（平成 25 年 12 月）

適

合

地公体との

役割分担

区は以下を実施

・道路、公園等の公共施設整備

・補助29号線沿道における建替え助成(都市防災不燃化促進事業)

・コア事業（周辺整備）への区有地の提供

・老朽建物除却費助成、専門家派遣

適

合

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020 年の東京」の第一目標である「高度

な防災都市の実現」を支える「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」

を支援

・道路・公園等の公共施設整備の促進

・老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進

・不燃領域率：約 1.0 ポイント改善

適

合

民間事業者が

地公体を代替す

ることが困難な理

由

<イ 事業の長期化等のリスクが内在する事業であること>

・不燃化促進のための土地取得や交換に係る地権者との調整等に

時間を要する

<ロ 関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事

業であること>

・取得又は交換した土地の活用方法について、各者の立場を考慮

した計画策定及び関係者の調整の必要があることから、公的機関

たる機構の中立性及び公平性が必要

適

合

民間事業者の

参画機会
・建築物の建替えにおいて民間事業者を活用

適

合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収

支はともに適正に確保されている。
適

合

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○）

上記検証結果に対する事業

評価監視委員会の評価

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。
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位置図 豊町・二葉・西大井地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

Ｎ 豊町・二葉・西大井地区

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を複製したものである。

無断複製を禁ずる。（承認番号）29都市基交著第156号
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区域図 豊町・二葉・西大井地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

（メートル）

Ｎ

豊町・二葉・西大井地区

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を複製したものである。

無断複製を禁ずる。（承認番号）29都市基交著第156号
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平成29年度 第2回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
再度検証結果

木密エリア不燃化促進事業の見直し
実施中地区
東池袋四・五丁目地区 荒川二・四・七丁目地区
弥生町三丁目周辺地区 京島周辺地区
豊町・二葉・西大井地区

平成29年10月5日
独立行政法人都市再生機構
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○密集市街地改善のため、機動的に土地を取得。
○取得した土地の交換分合、代替地活用等により密集市街地の改善を促進。

多様な手法で重層的に展開することにより、早期に密集市街地の改善を図る。

UR取得土地木密エリア

広
域
避
難
公
園
等

都
計
道
整
備
（
自
治
体
整
備
）

主要生活道路整備（自治体整備、
権利者調整業務の受託等支援）

面整備 Ｇ従前居住者用
賃貸住宅整備

【取組例】
Ａ自治体が実施する都市計画道路整備に係る
生活再建のための代替地として活用

Ｃ面整備(防災街区整備事業、共同化等）にあ
たっての転出者用の代替地として活用
Ｄ面整備（防災街区整備事業、共同化等）の
種地として活用
Ｅ土地の交換分合等による敷地整除、未接道敷
地の解消

Ｄ共同化

借
家
人
移
転Ｂ

Ａ

Ｃ

Ｂ主要生活道路整備（UR権利者調整等受
託）に係る生活再建のための代替地として活用

Ｅ

Ｆ公共施設整備(公園等整備)のために活用
Ｆ

Ｇ従前居住者用賃貸住宅を整備し、借家人の
生活再建のために活用

【イメージ図】

木密エリア不燃化促進事業の概要

これまで「不燃領域率」の向上という視点で効果を捉えていたが、地区に応じた改善
効果を捉えて取組みを推進。 1
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【H25.6～】荒川二・四・七丁目（荒川区）

【H25.6～】東池袋四・五丁目（豊島区）

【H26.2～】弥生町三丁目周辺（中野区）
【H26.2～】京島周辺地区（墨田区）

東京都ＨＰより 2

【H27.12～】豊町・二葉・西大井（品川区）

木密エリア不燃化促進事業の取組み状況及び新規地区
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木密エリア不燃化促進事業 見直しの考え方

【前提】URの密集市街地整備の支援
地区内で緊急度が高く整備効果が大きい事業を先導的事業として実施（又は自治体が実施
する先導的事業を支援）し、短期間で集中的に成果を出し、地区全体整備へ連鎖・波及する取
組へと繋げていくこと。

木密エリア不燃化促進事業は、この先導的事業を促進させる手法として有効
（当事業自体で、老朽建築物の除却や不燃化建替えにより不燃領域率向上にも寄与）

【課題】 本事業でのＵＲの土地取得は、
不燃領域率の改善値をメルクマールとした、「取得上限額」の範囲内にとどめている

現在設定している 「取得上限額」 を 「保有上限額」 へ見直し、土地取得・活用を推進する
ことで、
・公共団体による公共施設整備の促進 ・不燃領域率70％達成への更なる寄与

を図る

3
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木密エリア不燃化促進事業 見直しの内容

これまでURの担う不燃領域率改善値を目標とした「取得上限額（累積取得額）」を設定してい
たが、これを「保有上限額（保有する土地取得額の上限）」（※）に見直し、今後も継続的に
土地取得による公共団体支援を可能とする。

取得上限額
金額

時間
（年）

X億円

【現行】 【変更】

1年目 2年目 N年目3年目

交換元

交換先

交換

交換先 交換先

譲渡

土地取得実施

取得地を譲渡し（保有額が減少しても）、取
得上限額に達してしまった場合は、その後の土
地取得は不可
（なお、土地交換(CF上取得額支出が発生し
ない)は取得上限額内で対応可）

金額

時間
（年）

X億円

1年目 2年目 N年目3年目

交換元

交換先

交換

交換先 交換先

譲渡

Ｎ
年
目
時
点
の

累
積
取
得
額

Ｎ
年
目
時
点
の
保
有
額

保有上限額に達しても、
譲渡した分は次年度
以降も取得可能

4

取得終了

（※）国からの密集型出資金の充当方法と同様の措置（譲渡した土地に充当していた出資金は他の土地取得に再充当可）

土地取得実施

N+1年目

取得継続

公共団体が積極的に密集市街地整備に取り組
む間は、保有上限額内で土地取得を継続
（土地交換だけではなく、土地の入替え(譲渡
先と取得先が異なる場合）にも、保有上限
額内で対応可）

Ｎ
年
目
の
取
得
額

Ｎ
年
目
の
取
得
額

保有上限額
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都市再生実施基準の再検証について

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020年の東京」の第一目標
である「高度な防災都市の実現」を支える「木密地域
不燃化10年プロジェクト」を支援
・道路・公園等の公共施設整備の促進
・老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進
・不燃領域率：○ポイント改善

適
合

ＵＲの役割を見直し、「不
燃領域率の改善」に「公共
施設等の整備促進」を加え
たことに伴い、政策実現効
果を追加。

確認結果 適 合

これまで、不燃領域率の改善目標から取得上限額を定めて土地取得・活用を進めてきたが、
今回、不燃領域率改善だけでなく、地区に応じた整備を促進させるために当事業による土地取
得・活用を推進するという役割の見直しに伴い再度検証を実施。

赤字下線部が再度検証に伴う追記内容

5
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都市再生事業実施基準適合検証調書

地 区 名 北砂三・四・五丁目地区（木密エリア不燃化促進事業）

目 的 地方公共団体が行うまちづくりに対する支援および補完

所 在 東京都江東区北砂三丁目の一部、四丁目、五丁目の一部

地 区 面 積 48.6ha

検 証 年 度 平成 29 年度

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件
都営新宿線「西大島」駅、「大島」駅

従 前 の 状 況

【用途地域等】

【不燃領域率】

【土地利用状況】

第一種住居地域（60％／300％）、近隣商業地域

（80％／300％） 、準工業地域（60％／300％）、商

業(80％／400％)

53.3％（平成 26 年３月末時点）

木造住宅密集市街地

事 業 の

経 緯

平成 26 年 04 月 東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」

不燃化特区に指定

平成 26 年 04 月 住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備

型）開始（北砂三･四・五丁目地区）

平成 28 年 01 月 江東区と「北砂三･四･五丁目地区のまちづくり

の推進に関する基本協定」締結

平成 29 年  3 月 江東区が従前居住者用賃貸住宅建設を要請

そ の 他 －

計 画 諸 元

【事業手法】

密集市街地整備

【計画概要】

・住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）及び不燃化推進特

定整備地区において、機構の土地取得や地方公共団体及び民間事業

者との連携による取得地の交換分合等により、道路・公園等の公共施設

整備、老朽木造建築物の除却及び個別建替えを促進することで、都及

び区が進める木密地域不燃化 10 年プロジェクトを後押しする。

事 項 現行計画

取得面積 約 4,700 ㎡

用途 個別建替え用地等

事業期間 平成 29 年度～平成 32 年度
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地 区 名 北砂三・四・五丁目地区

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況

地
方
公
共
団
体
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
・
補
完

地

公

体

か

ら

の

要

請

文

書

の

内

容

ま ち づ く り

観 点 か ら

機 構 実 施

が必要

東京都の木密地域不燃化 10 年プロジェクトにおける「不燃化推

進特定整備地区」（不燃化特区）に指定されており、平成 32 年度ま

でに地区内の不燃領域率 70％達成を目標に、スピード感を持って

防災性向上や住環境改善に係る取組みを推進するためには、ＵＲ

による不燃化促進に資する土地取得・活用も含めた支援が必要、

との記載があり、妥当と判断

適

合

地公体自ら

実 施 が 困

難・不適切

不燃化特区の整備目標の早期達成に向け、公共施設用地の確

保、老朽建築物の集中する区域の整備改善、接道不良地や行き

止まりの解消、事業協力者の移転先の確保等を進めて行くために

は、区のみでは対応が困難、との記載があり、妥当と判断

適

合

事 業 地 区

の 位 置 づ

け 又 は 議

会承認

以下の計画が定められていることから、妥当と判断

・住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）

（北砂三・四・五丁目：平成 26 年 4 月～）

・東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」

不燃化推進特定整備地区（平成 26 年 4 月）

適

合

地公体との

役割分担

区は以下を実施することから、妥当と判断

・不燃化建替え・老朽建築物除却費助成

・道路、公園等の公共施設整備

適

合

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020 年の東京」の第一目標である「高度

な防災都市の実現」を支える「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」

を支援

・道路・公園等の公共施設整備の促進

・老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進

・不燃領域率：約 1 ポイント改善

適

合

民間事業者が

地公体を代替す

ることが困難な理

由

<イ 事業の長期化等のリスクが内在する事業であること>

・不燃化促進のための土地取得や交換に係る地権者との調整等に

時間を要する

<ロ 関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事

業であること>

・取得又は交換した土地の活用方法について、各者の立場を考慮

した計画策定及び関係者の調整の必要があることから、公的機関

たる機構の中立性及び公平性が必要

適

合

民間事業者の

参画機会

機構は土地取得により老朽建築物の除却・建替えを促進し、建築

物の建替えは、民間事業者が実施することから、妥当と判断

適

合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収

支はともに適正に確保されている。
適

合

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○）

上記検証結果に対する事業

評価監視委員会の評価

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。

【都市再生事業の実施基準適合検証のうち木密エリア不燃化促進事業に関しての事業評価監視委員会共通意見】

  木密エリア不燃化促進事業について取組み範囲の重点化を検討するとともに、周辺のＵＲ賃貸住宅

の活用について自治体と協議を進めること。
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位置図 北砂三・四・五丁目地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500

分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）29都市基交著第 124号
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区域図 北砂三・四・五丁目地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

【凡例】

地区境界

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500

分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）29都市基交著第 124号
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北砂三・四・五丁目地区
（木密エリア不燃化促進事業）

平成29年度 第２回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成29年10月5日
独立行政法人都市再生機構
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Ｎ

江東区

江戸川区

港区

中央区

千代田区

所在：江東区北砂三丁目の一部、
四丁目、五丁目の一部

交通：都営新宿線
「西大島駅」「大島駅」

北砂三・四・五丁目地区
（約48.6ha）

位置図

1

UR大島六丁目団地

UR北砂七丁目団地

UR大島四丁目団地

※江東区唯一の密集市街地

西大島
大島

住吉
シティコート大島

UR北砂五丁目団地

UR東大島駅前ハイツ

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を
複製したものである。無断複製を禁ずる。（承認番号）29都市基交著第124号
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重点整備地域（都）
【不燃化特区】

Ｎ

住宅市街地総合整備事業（Ｈ26～32）

防災再開発促進地区

大島・北砂団地一帯
避難場所

2

UR大島六丁目団地

UR北砂七丁目団地

UR大島四丁目団地

UR北砂五丁目団地

西大島
大島

住吉

UR東大島駅前ハイツ

上位計画

シティコート大島

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を
複製したものである。無断複製を禁ずる。（承認番号）29都市基交著第124号
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平成26年4月 ・不燃化特区指定

平成26年度～
・住宅市街地総合整備事業（密集型）開始
・区は不燃化特区の取組み（建替え・除却費助成、戸別訪問、防
災まちづくり懇談会開催、不燃化相談ステーション運営等）を推進

平成28年1月 ・「まちづくりの推進に関する基本協定」締結（江東区・ＵＲ）

平成28年4月～
・平成28年度計画策定・調整等業務の受託契約締結
（江東区→ＵＲ）
⇒協議会設立準備、まちづくり方針検討、面整備検討等推進の
コーディネート支援開始

平成28年10月 ・北砂三・四・五丁目地区まちづくり協議会発足（※）

平成29年3月 ・従前居住者用賃貸住宅の建設の要請（江東区→ＵＲ）

平成29年7月 ・木密エリア不燃化促進事業の要請（江東区→ＵＲ）

平成29年10月(予定) ・「木密エリア不燃化促進事業に関する協定書」締結（江東区・UR）

平成30年3月（予定） ・まちづくり方針策定（江東区）

これまでの経緯

3
※平成29年9月にまちづくり提案を江東区へ提出予定
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小名木川保育園
移転跡地

幼稚園

【ＵＲの取組み】

【江東区の取組み】
（コア事業）
全戸訪問による不燃建替え等の積極的働きかけ
（コア事業以外）
不燃化建替え助成
老朽木造建築物等除却費助成
小規模公園の整備
行き止まり道路･未接道敷地の解消 等

○木密エリア不燃化促進事業による支援
・地区内の建築物の不燃化及び道路、公園等の公共施設整備を促進

○コーディネートによる支援
・協議会運営・合意形成、地区計画等策定の支援
・防災生活道路整備の支援
・共同化等の支援

【取得予定面積】 約4,700㎡（交換等含む）
【不燃領域率】 約1ポイント改善

整備目標とＵＲの取組み

不燃領域率

53.3％

70％

16.7% 
UP

4

目標

・従前居住者の受け皿として
ＵＲ賃貸住宅を活用

○防災生活道路整備、 沿道不燃化
・沿道の不燃化に係る共同化等検討
・代替地の提供

（全域）
○老朽建築物除却
○行き止まり道路の解消

・公共施設用地の取得
・除却跡地の取得による不燃化建替促進
・未接道敷地の解消

UR

UR

UR

砂
町
文
化
セ
ン
タ
ー
通
り

北砂五丁目団地

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を
複製したものである。無断複製を禁ずる。（承認番号）29都市基交著第124号
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主な業務内容 東京都 江東区 ＵＲ

不燃化建替え促
進

・不燃化特区に係る
補助
・固都税減免

・全戸訪問
・候補地情報の提供

・老朽木造建物の除
却費助成
・専門家派遣

・共同化等検討
・地権者の意向の調査
・無接道地の表地の取得
・除却跡地の取得
・代替地の提供

公園・広場、防災
生活道路の整備

・住市総（密集事業）
及び不燃化特区に
係る補助

・公園・広場、防災生
活道路整備

・整備方策検討、権利者
調整等の支援（受託）
・残地、種地の取得
・代替地の提供

規制誘導手法 －
・地区計画（細分化
規制、壁面制限等）

・地区計画案検討、地元
合意形成支援（受託）

北砂三・四・五丁目地区における主な取組みと役割分担

5
※赤字：木密エリア不燃化促進事業による取組み内容
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都市再生事業実施基準への適合について

○地方公共団体のまちづくり支援・補完①

地
公
体
か
ら
の
要
請

まちづくり観点か
ら機構実施が必
要

東京都の木密地域不燃化10年プロジェクトにおける「不燃化推進特定
整備地区」（不燃化特区）に指定されており、平成32年度までに地区内の
不燃領域率70％達成を目標に、スピード感を持って防災性向上や住環境
改善に係る取組みを推進するためには、ＵＲによる不燃化促進に資する
土地取得・活用も含めた支援が必要、との記載があり、妥当と判断

適
合

地公体自ら実施
が困難・不適切

不燃化特区の整備目標の早期達成に向け、公共施設用地の確保、老
朽建築物の集中する区域の整備改善、接道不良地や行き止まりの解消、
事業協力者の移転先の確保等を進めて行くためには、区のみでは対応
が困難、との記載があり、妥当と判断

適
合

事業地区の
位置づけ又は
議会承認

以下の計画が定められていることから、妥当と判断
・住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）
（北砂三・四･五丁目：平成26年度）

・東京都「木密地域不燃化10年プロジェクト」
不燃化推進特定整備地区（平成26年4月）

適
合

地公体との
役割分担

区は以下を実施することから、妥当と判断
・不燃化建替え・老朽建物除却費助成
・道路、公園等の公共施設整備

適
合

6
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確認結果 適 合

都市再生事業実施基準への適合について

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020年の東京」の第一目標である「高度な防災
都市の実現」を支える「木密地域不燃化10年プロジェクト」を支援
・道路・公園等の公共施設整備の促進
・老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進
・不燃領域率：約1ポイント改善

適
合

民間事業者が
地公体を代替する
ことが困難な理由

<イ 事業の長期化等のリスクが内在する事業であること>
・不燃化促進のための土地取得や交換に係る地権者との調整等に時間
を要する
<ロ 関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事業で
あること>
・取得又は交換した土地の活用方法について、各者の立場を考慮した計
画策定及び関係者の調整の必要があることから、公的機関たる機構の
中立性及び公平性が必要

適
合

民間事業者の
参画機会

機構は土地取得により老朽建築物の除却・建替えを促進し、建築物の建
替えは、民間事業者が実施することから、妥当と判断

適
合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支は
ともに適正に確保されている。

適
合

○地方公共団体のまちづくり支援・補完②

7
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都市再生事業実施基準適合検証調書

地 区 名 池袋本町・上池袋地区（木密エリア不燃化促進事業）

目 的 地方公共団体が行うまちづくりに対する支援および補完

所 在
東京都豊島区池袋本町一丁目・二丁目・三丁目・四丁目、上池袋

二丁目（一部）・三丁目・四丁目

地 区 面 積 108.8ha

検 証 年 度 平成 29 年度

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件

東武東上線 「北池袋」駅、「下板橋」駅 （２駅共に地区内）

JR 埼京線 「板橋駅」

従 前 の 状 況

【用途地域等】

【不燃領域率】

【土地利用状況】

第一種中高層住居専用地域（60％／300％）、第

一種住居地域（60％／300％、80％／400％）、近

隣商業地域（80％／300％、80％／400％） 、準工

業地域（60％／300％、60％／400％）、商業(80％

／500％)

61.8％（平成 26年２月時点）

木造住宅密集市街地

事 業 の

経 緯

平 成 3 年 住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備

型）開始（上池袋地区）

平 成 1 7 年 住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備

型）開始（池袋本町地区）

平成 25 年 4 月 豊島区と「豊島区におけるまちづくりの推進に

関する基本協定書」締結

平成 26 年 2 月 東京都「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」

不燃化特区に指定（池袋本町・上池袋地区）

平成 29 年 2 月 豊島区が池袋本町地区での従前居住者用賃

貸住宅建設を要請

そ の 他 －

計 画 諸 元

【事業手法】

密集市街地整備

【計画概要】

・住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）及び不燃化推進

特定整備地区において、機構の土地取得や地方公共団体及び民間事

業者との連携による取得地の交換分合等により、道路・公園等の公共

施設整備、老朽木造建築物の除却及び個別建替えを促進することで、

都及び区が進める木密地域不燃化 10 年プロジェクトを後押しする。

事 項 現行計画

取得面積 約 5,500 ㎡

用途 個別建替え用地等

事業期間 平成 29 年度～平成 32 年度
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地 区 名 池袋本町・上池袋地区

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況

地
方
公
共
団
体
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
・
補
完

地

公

体

か

ら

の

要

請

文

書

の

内

容

まちづくり

観 点 か ら

機構実施

が必要

平成 32 年度までに不燃領域率を 70％とする整備目標の達成に

向けて、木密地域不燃化 10 年プロジェクトのコア事業、コア事業以

外の事業を重点的に取組むこととしており、整備目標の早期達成

に向けて、機構による老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進に

関する土地取得も含めた支援を要請、との記載があり妥当と判断

適

合

地公体自ら

実 施 が 困

難・不適切

不燃化特区整備プログラムに基づき、区は所要の予算及び人員

確保等取組強化を進めているが、不燃化建替えの促進に係る土地

取得を含む個別権利者意向に合わせた多様な展開を図ることは、

区単独では対応が困難、との記載があり妥当と判断

適

合

事 業 地 区

の 位 置 づ

け 又 は 議

会承認

以下の計画が定められていることから、妥当と判断

・住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）

（H3年度～上池袋、H17年度～池袋本町）

・東京都「木密地域不燃化 10年プロジェクト」

不燃化推進特定整備地区（平成 26 年２月）

適

合

地公体との

役割分担

区は以下を実施することから、妥当と判断

・道路、公園等の公共施設整備

・共同化促進支援

・老朽建築物の除却・不燃化建替えに対する助成

適

合

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020 年の東京」の第一目標である「高度

な防災都市の実現」を支える「木密地域不燃化 10 年プロジェクト」

を支援

・道路・公園等の公共施設整備の促進

・老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進

・不燃領域率：約 0.5 ポイント改善

適

合

民間事業者が

地公体を代替す

ることが困難な理

由

<イ 事業の長期化等のリスクが内在する事業であること>

・不燃化促進のための土地取得や交換に係る地権者との調整等に

時間を要する

<ロ 関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事

業であること>

・取得又は交換した土地の活用方法について、各者の立場を考慮

した計画策定及び関係者の調整の必要があることから、公的機関

たる機構の中立性及び公平性が必要

適

合

民間事業者の

参画機会

・機構は、土地取得により老朽建築物の除却・建替えを促進し、建

築物の建替えは、民間事業者が実施することから、妥当と判断

適

合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収

支はともに適正に確保されている。
適

合

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○）

上記検証結果に対する事業

評価監視委員会の評価

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。
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位置図 池袋本町・上池袋地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

池袋本町・上池袋地区

北池袋駅

下板橋駅

板橋駅

池袋駅

Ｊ
Ｒ
埼
京
線

山
手
通
り

大塚駅

造幣局地区

豊島区立総合体育場一帯

凡例
…コーディネート地区

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）29都市基交著第 124号
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区域図 池袋本町・上池袋地区〔木密エリア不燃化促進事業〕

下板橋駅

板橋駅

東武鉄道操車場

北池袋駅

上池袋さくら

公園

防災広場池袋本町公園

池袋中学校

旧文成小学校

池袋第一小学校

都営池袋本町

三丁目アパート

区民ひろば

池袋本町

凡例
…コーディネート地区

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の１

の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）29都市基交著第 124号
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池袋本町・上池袋地区
（木密エリア不燃化促進事業）

平成29年度 第2回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成29年10月5日
独立行政法人都市再生機構

い け ぶ く ろ ほ ん ち ょ う ・ か み い け ぶ く ろ ち く
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豊島区の密集市街地の状況

池袋駅池袋駅

目白駅目白駅

大塚駅大塚駅

東池袋駅東池袋駅

巣鴨駅巣鴨駅
駒込駅駒込駅

北池袋駅北池袋駅

下板橋駅下板橋駅

要町駅要町駅

千川駅千川駅

椎名町駅椎名町駅

東長崎駅東長崎駅

・豊島区では、5地区が不燃化特区に、5路線7区間が特定整備路線に指定
（そのうち、東池袋四・五丁目地区は、URが密集市街地整備支援を実施中）

補助26・172号線沿道地区

補助81号線沿道地区

東池袋四・五丁目地区
（UR支援）

雑司が谷・南池袋地区

池袋本町・上池袋地区

西巣鴨駅西巣鴨駅

1この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の1の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。（承認番号）29都市基交第124号

凡 例

不燃化推進特定整備地区

特定整備路線

49



北池袋駅

下板橋駅

板橋駅

位置図

池袋本町・上池袋地区
（約108.8ha）所在：豊島区池袋本町一丁目・二丁目・

三丁目・四丁目
上池袋二丁目（一部）・三丁目・
四丁目

交通：東武東上線「北池袋駅」「下板橋駅」

文京区

板橋区 北区

新宿区

豊島区

●

アクティ
上池袋

上池袋１丁目東地区
（防災公園街区整備事業）

N

2

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の1の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。
（承認番号）29都市基交第124号
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北池袋駅

下板橋駅
板橋駅

【池袋本町地区】
住宅市街地総合整備事業(密集型)：H17～H32
池袋本町地区地区計画：H28.3決定

上位計画

3

【池袋本町・上池袋地区】
不燃化推進特定整備地区：H26.2指定

0 100 200 400 600 800 1,000m

N

池袋駅

上池袋地区

特定整備路線【補助73号線】
事業認可：H27.1

池袋本町・上池袋地区

池袋本町地区

上池袋二・三・四丁目地区地区計画：H28.3決定
住宅市街地総合整備事業(密集型)：H３～H32

【池袋本町・上池袋地区】
防災再開発促進地区：H12指定

H26指定(区域変更)

【上池袋地区】

特定整備路線【補助82号線】
事業認可：H27.1

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の1の地形図を複製したものである。
無断複製を禁ずる。（承認番号）29都市基交第124号
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経緯

平成3年度
平成17年度

・豊島区が密集市街地整備事業を開始（上池袋地区）
・豊島区が密集市街地整備事業を開始（池袋本町地区）

平成24年6月 ・東京都が特定整備路線の候補区間を選定（補助73号線、補助82号線)

平成25年4月 ・「豊島区におけるまちづくりの推進に関する基本協定書」締結
（豊島区・UR）

平成26年2月 ・不燃化推進特定整備地区指定（池袋本町・上池袋地区）

平成27年1月
・特定整備路線補助73号線、補助82号線 事業認可

平成28年3月 ・地区計画の決定（池袋本町地区、上池袋地区）

平成29年2月 ・従前居住者用賃貸住宅建設の要請
（豊島区⇒UR）

平成29年6月 ・豊島区より池袋本町・上池袋地区の業務受託
まちづくり推進計画検討、勉強会開催支援等のコーディネート支援開始

平成29年7月 ・木密エリア不燃化促進事業の要請
（豊島区⇒UR）

平成29年10月
（予定）

・「木密エリア不燃化促進事業に関する協定書」締結
（豊島区・UR） 44

※1 ※2

※1 豊島区池袋本町二丁目～板橋区板橋一丁目区間
※２ 豊島区上池袋三丁目 ～板橋区大山金井町区間
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池袋本町電車の見える公園

上池袋さくら公園

上池袋公園

池袋本町公園

堀之内公園

豊島中央病院
（救急病院）

池袋第一小学校
(地域救援センター)

池袋本町小学校
池袋中学校

(地域救援センター)

0 50 100 200ｍ

N

凡 例

不燃化推進特定整備地区
【コア事業地区】

沿道まちづくり

【その他事業区域】

主要生活道路周辺整備

商店街の再生

防災生活道路(未整備－優先整備路線)

防災生活道路(整備済－優先整備路線)

特定整備路線
その他の都市計画道路(整備済) 5

整備目標とＵＲの取組

5

61.8%
不燃領域率

8.2%
UP
8.2%
UP

目標
70.0%

○補助73号線,補助82号線
の整備(～H32年度）
○特定整備路線沿道不燃化

【コア事業】
・代替地提供
・沿道不燃化に資する
共同化等面整備の検討

○駅周辺地域及び沿道整備
に合せた商店街の再生
・共同化等面整備の検討

○主要生活道路（防災道路)
の拡幅整備
・代替地提供

補助73号線、補助82号線整備
【東京都の取組】

補助73号線、82号線整備と併せ、沿道建物
の不燃化促進、延焼遮断帯の形成

【豊島区の取組】

不燃化建替え助成、老朽木造建築物の除却
公園の整備、防災活動拠点の形成
主要生活道路（防災道路）の拡幅整備、
行き止まり道路の解消 等

○従前居住者用賃貸住宅建設（検討中）
密集事業協力者の生活再建を支援
○まちづくりコーディネート（受託）
沿道まちづくり計画の策定支援等の区の事業支援

（全域）
○不燃化建替え促進
○老朽木造建築物の除却
○公園整備
○行き止まり道路の解消
・未接道敷地の解消
・取得による不燃化促進
・公共施設用地の取得

都・区の取組を促進させる
生活再建策としての従前居
住者用賃貸住宅建設検討

UR

UR

UR

UR

UR

防災生活道路(整備済)

上池袋くすのき公園

防災生活道路(未整備）

○木密エリア不燃化促進事業
地区内の建築物の不燃化および道路、公園等の公
共施設整備を促進

【取得予定面積】 約５，５００㎡（交換等含む）
【不 燃 領 域 率】 約０．５ポイント改善

【URの取組】

公園・広場
救援ｾﾝﾀｰ・学校この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の1の地形図を複製したものである。

無断複製を禁ずる。（承認番号）29都市基交第124号

旧文成小学校

池袋本町一丁目区有地
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主な業務内容 東京都 豊島区 ＵＲ
補助73・82号線
（特定整備路線）
整備及び沿道まちづ
くり
（コア事業）

・街路事業

・沿道のまちづくり計
画策定
・沿道における建替え
助成
・専門家派遣

・沿道まちづくり計画検討
支援（受託）
・沿道の土地の取得
・代替地の提供

不燃化建替え促進

・不燃化特区に係る
補助
・固定資産税、都市
計画税減免

・老朽木造建物の除
却費助成
・建替え助成
・専門家派遣

・共同化等検討（受託）
・無接道地の表地の取得
・除却跡地の取得
・代替地の提供

公園・広場、防災生
活道路の整備

・住市総（密集事
業）及び不燃化特
区に係る補助

・公園・広場、防災
生活道路整備

・種地、残地の取得
・代替地の提供

池袋本町・上池袋地区における主な取組みと役割分担

6

※赤字：木密エリア不燃化促進事業による取組み内容
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都市再生事業実施基準への適合
○地方公共団体のまちづくり支援・補完①

地
公
体
か
ら
の
要
請

まちづくり観点か
ら機構実施が必
要

平成32年度までに不燃領域率を70％とする整備目標の達成に向
けて、木密地域不燃化10年プロジェクトのコア事業、コア事業以外の
事業を重点的に取組むこととしており、整備目標の早期達成に向けて、
機構による老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進に関する土地
取得も含めた支援を要請、との記載があり妥当と判断

適
合

地公体自ら実施
が困難・不適切

不燃化特区整備プログラムに基づき、区は所要の予算及び人員確
保等取組強化を進めているが、不燃化建替えの促進に係る土地取
得を含む個別権利者意向に合わせた多様な展開を図ることは、区単
独では対応が困難、との記載があり妥当と判断

適
合

事業地区の
位置づけ又は
議会承認

以下の計画が定められていることから、妥当と判断
・住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）
（池袋本町地区：平成17年度、上池袋地区：平成3年度）
・東京都「木密地域不燃化10年プロジェクト」
不燃化推進特定整備地区（平成26年2月）

適
合

地公体との
役割分担

区は以下を実施することから、妥当と判断
・道路、公園等の公共施設整備
・共同化促進支援
・老朽建物の除却・不燃化建替えに対する助成

適
合

77
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確認結果 適 合

都市再生事業実施基準への適合

政策実現効果

・東京都の長期ビジョン「2020年の東京」の第一目標である「高度な
防災都市の実現」を支える「木密地域不燃化10年プロジェクト」を支
援
・道路・公園等の公共施設整備の促進
・老朽建物の除却及び不燃化建替えの促進
・不燃領域率：約0.5ポイント改善

適
合

民間事業者が
地公体を代替する
ことが困難な理由

<イ 事業の長期化等のリスクが内在する事業であること>
・不燃化促進のための土地取得や交換に係る地権者との調整等に
時間を要する

<ロ 関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事
業であること>
・取得又は交換した土地の活用方法について、各者の立場を考慮し
た計画策定及び関係者の調整の必要があることから、公的機関たる
機構の中立性及び公平性が必要

適
合

民間事業者の
参画機会

・機構は、土地取得により老朽建築物の除却・建替えを促進し、
建築物の建替えは、民間事業者が実施することから、妥当と判断

適
合

事業の採算性 ・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収
支はともに適正に確保されている。

適
合

○地方公共団体のまちづくり支援・補完②

88
56



都市再生事業実施基準適合検証実施地区

地 区 名 南池袋二丁目Ｃ地区

目 的 民間都市再生事業に対する支援

所 在 東京都豊島区南池袋二丁目

地 区 面 積 約 1.7ha

検 証 年 度 平成 29 年度

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件

東京メトロ有楽町線「東池袋」駅 徒歩４分

都電荒川線「雑司ケ谷」駅 徒歩４分

ＪＲ山手線等「池袋」駅徒歩 11 分

従 前 の 状 況
【用途地域等】 第一種住居地域・商業地域（300％／600％）

【土地利用状況】 住宅用途

そ の 他 －

事業計画概要

【事業手法】

市街地再開発事業（参加組合員）

【計画概要】

「東京のしゃれた街並みづくり推進条例」に基づく「街並み再生地

区」や「都市再生緊急整備地域」に指定されている当該地区におい

て、土地の合理的かつ健全な土地利用と都市機能の更新を図り、

商業・業務・住宅が一体となった計画的複合市街地を形成するとと

もに、副都心と連携した安全で優れた都市環境と防災性の強化を

実現するため、参加組合員として参画し、民間都市再生事業を支援

する。

【別紙４】
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都市再生事業実施基準適合検証調書

地 区 名 大和川左岸（三宝）地区

目 的 公共団体まちづくりの支援・補完

所 在 大阪府堺市堺区

地 区 面 積 約 13.0ha

検 証 年 度 平成 28 年度

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件

・大阪都心南方約 10km、堺市の北端

・南海本線「七道駅」徒歩約 16 分

従 前 の 状 況

【 用 途 地 域 等 】

【 権 利 者 数 】

【 既存 家屋 数等 】

【 土地 利用 状況 】

第 1 種住居地域(60％／200％)、工業地域（60％／200％）

312 名（堺市、阪高、他一般地権者）

約 250 棟

商業、業務、住宅が混在する市街地

事 業 の

経 緯

平成 13 年 8 月

平成 14 年 2 月

平成 22 年 10 月

平成 23 年 12 月

平成 25 年 3 月

平成 27 年 12 月

平成 28 年 11 月

都市再生プロジェクト（第 2 次決定） 「都市圏環状道

路、スーパー堤防との一体整備」

『高規格堤防整備事業及び大阪府道高速大和川線

事業並 びにまちづくりとの一 体整備 に関する基本協

定』の締結（国・府・市・阪高）

事業仕分け（高規格堤防整備事業は一旦廃止）

国交省は大和川約 3.1km を重点整備区間に指定、

事業再開

大和川左岸（三宝）地区の堤防工事着手

都市計画決定（土地区画整理事業、都市公園）

堺市から機構へ事業要請

そ の 他 ―

計 画 諸 元

【事業手法】

土地区画整理事業

【計画概要】

現在、本地区及びその周辺地域では、阪神高速道路大和川線

及び一級河川大和川高規格堤防の整備が進められており、こうした

事業と連携したまちづくりが求められている。

このため、大和川線上部を活用し、高規格堤防整備事業と一体

となったまちづくりを進め、良好な市街地形成を図るとともに地域全

体の防災性を高めることを目的として、土地区画整理事業を行う。

土地利用計画

整理前 整理後

面積 割合 面積 割合

公共

用地

河川 1.2ha 9% 1.2ha 9%

道路 2.3ha 18% 3.2ha 25%

公園等 0.9ha 7% 0.0ha 0%

計 4.4ha 34% 4.4ha 34%

宅地 8.6ha 66% 8.6ha 66%

合 計 13.0ha 100% 13.0ha 100%

※河川用地 0.3ha、阪高宅地 0.7ha 上部に公園を整備

【別紙５】
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地 区 名 大和川左岸（三宝）地区  

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況 

地
方
公
共
団
体
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
・
補
完 

地
公
体
か
ら
の
要
請
文
書
の
内
容 

まちづくりの 

観点から機構

実施が必要  

・多数の地権者が居住する上、高齢化が進んでいるため、地権者の

早期生活再建を図りつつ事業を円滑に実施するには、豊富な実績・

知見や、中立性及び公平性を有する立場での利害調整が必要 の

記載があり、妥当と判断。 

適
合 

地公体自ら 

実施が困難・ 

不適切  

・国の大和川高規格堤防事業と一体的な土地区画整理事業を行うた

めには、複雑な工事展開や換地計画を調整しながら事業を推進す

る技術的・専門的な知見が必要になり、市自ら実施することは困難

であると判断 の記載があり、妥当と判断。 

適
合 

事業地区の 

位置づけ又は

議会承認  

・堺市マスタープラン(平成 23年 3月)及び堺市都市計画マスタープラ

ン(平成 24年 12月)において、災害に強いまちづくりの推進を掲げて

いる。特に、国の都市再生プロジェクト(第二次決定)に定めた、阪神

高速道路大和川線の整備と併せ、これと一体的に整備する大和川

高規格堤防等の関連事業を積極的に推進するため、大和川左岸

三宝地区において平成２７年１２月に土地区画整理事業の都市計

画決定を行い、大和川高規格堤防整備事業と土地区画整理事業

の一体的整備を進め、大和川の治水安全度の向上と良好な市街地

の早期実現をめざしている の記載があり、妥当と判断。 

適
合 

地公体との 

役割分担  

堺市は 

・事業に係る生活再建を市の役割として実施 

・土地区画整理事業費に対する負担金を支出（国河川との負担ルー

ルに基づく応分の負担）  することから、妥当と判断。 

適
合 

政策実現効果 ・高規格堤防整備実現による壊滅的な氾濫被害の解消
 

適
合 

民間事業者が 

地公体を代替するこ

とが困難な理由 

〔イ：事業の長期化等のリスクが内在する事業であること。〕 

・権利者が多く、権利調整に時間を要すること、高規格堤防整備事業

者との工事調整を要するなど、事業の長期化のリスクが内在する

事業である。 

 

〔ロ：関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事業

であること。〕 

・国（河川）・阪高との利害調整や300名を超える地権者との合意形成

を要し、中立性及び公平性が必要な事業である。 

適
合 

民間事業者の参画

機会 
・地権者の移転建替えにあたり、民間住宅建設事業等を誘発

 

適
合 

事業の採算性 
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収

支はともに適正に確保されている。 
適
合 

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○） 

 

上記検証結果に対する事業

評価監視委員会の評価 

・都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 

・事業前後のコミュニティ形成に配慮すること。 

・事業後のまちなみ形成に配慮すること。 

・河川事業との一体整備について、適切に調整すること。 

 



大和川左岸（三宝）地区

位 置 図

区 域 図

この地図の作成に当たっては、国土地理院長の

承認を得て、同院発行の基盤地図情報を使用した。

（承認番号 平28 情使、第 144 号）

なお、本成果品を第三者がさらに複製又は使用する場合には、

国土地理院長の承認を得る必要がある。

0 1000 m500 七道駅

この地図の作成に当たっては、国土地理院長の

承認を得て、同院発行の基盤地図情報を使用した。

（承認番号 平28 情使、第 144 号）

なお、本成果品を第三者がさらに複製又は使用する場合には、

国土地理院長の承認を得る必要がある。

難波駅

0 10 km5

住ノ江駅

七道駅

対象地区
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大和川左岸（三宝）地区

平成28年度 第3回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成28年12月5日
独立行政法人都市再生機構

さ ん ぼ うや ま と が わ さ が ん
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位置図・区域図

H28.5撮影

七道駅
南海本線

1

大和川左岸(三宝)地区大和川左岸(三宝)地区

<位置><位置>
○大阪都心南方約10km
○堺市堺区
<交通条件>
難波駅～七道駅 約13分
七道駅から徒歩 約16分

堺市

大阪市

（承認番号 平29情使、第178号）
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事業の契機

壊滅的な氾濫被害の解消
・浸水面積：770ha
・被災人口：6.4万人
・被害想定額：7,300億円

渋滞緩和・沿道環境改善
・ミッシングリンクの解消
・拠点間所要時間の短縮

大和川高規格堤防整備事業
(整備区域 L=3.1km)

阪神高速大和川線事業
（整備区間：L=9.7km）

※国交省近畿地整局事業評価監視委員会資料（H23.3）

※拠点間所要時間の短縮割合は
阪神高速大和川線ニュースレター（2013夏号）より

大和川左岸(三宝)地区

■都市再生プロジェクト「大都市圏における環状道路の整備」（平成13年8月第2次決定）
・大阪都心部の新たな環状道路の形成を図る。
・阪高大和川線と一体的に整備する高規格堤防等の関連事業を積極的に推進する。

2

※当該区間は、H29.2供用開始予定(全線開通はH31年度末予定)
（阪神高速道路(株) 公表資料）

大和川左岸(三宝)地区 概成

堺市役所

概成

三宝小学校
（指定避難所）
三宝小学校

（指定避難所）
三宝公園周辺
（広域避難地）
三宝公園周辺
（広域避難地）

三宝病院三宝病院

（国交省近畿地整局事業評価監視委員会（H23.3）公表資料）
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上位計画

4

堺市都市計画マスタープラン（H24.12）
 三宝・大和川周辺の内陸産業地では、阪神高速道路大和川線の整備、高規格堤防の整備を契機
に、産業基盤再編の促進を図る

堺市マスタープラン さかい未来・夢コンパス（H23年3月）
 大和川高規格堤防と一体となったまちづくりの対象区域（三宝～南海高野線約3.1km）において、
土地区画整理事業を活用し、まちづくりを推進する

都市・居住環境整備重点地域「堺市臨海・中心部地域」基本計画（H16年6月）
特定地区「堺臨海・大和川左岸地区」整備計画（H20年5月）
 阪高大和川線の整備と大和川高規格堤防の一体的整備とあわせた、居住環境整備、産業機能と
居住機能が調和・融合したまちづくりを図る

イメージパース（堺市地元説明会資料）
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大和川左岸（三宝）地区

【H28.5 地区現況】

大和川左岸(三宝)地区

5

高規格堤防概成

高規格堤防概成地区面積 約13.0ha
地権者 一般地権者312名 (272件）、堺市、阪高

現 状
・大半は住宅で一部工場や事務所等が立地。
・築30年超8割。100㎡未満の狭小宅地が7割。
・住居地権者60歳以上7割。

課 題
・高規格堤防事業を実施するためには、全エリアを盛土する
ため、全地権者の移転が必要。
・工事工程に応じた、工区単位での同時移転。

対応策
・高規格堤防事業単独では、地権者全員が中断移転補
償となるが、区画整理事業の換地手法を用いて直接移転
等を行うことにより、地権者負担を軽減し、合意形成を高
めることが可能。
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主な経緯
H13年8月 都市再生プロジェクト(第2次決定）
H14年2月 国(河川)・大阪府・堺市・阪高で基本協定締結、一体整備の事業化検討を開始
H18年度～ 高規格堤防工事着手（地区外）
H20年度～ 阪神高速道路工事着手、市は土地区画整理事業に向けた地元説明会を開始
H22年10月 事業仕分けにより高規格堤防事業が一旦中止
H23年12月 「高規格堤防の見直しに係る検討会」(学識)での検討をふまえ、国(河川)は大和川

3.1kmを重点整備区間(人口が集中した区域で、堤防が決壊すると甚大な人的
被害が発生する可能性が高い区間)に指定し、事業再開

H25年3月 国(河川)・市が地元説明会で下流側の三宝地区から堤防工事着手を説明
H27年度～ 地区内の非居住地(工場跡地、市所有地等)で堤防工事開始
H27年12月 堺市による三宝地区の土地区画整理事業、都市公園の都市計画決定
H29年2月 阪神高速道路(地区内)概成予定

6大和川左岸(三宝)地区

【近畿圏の重点整備区間】

大和川高規格堤防整備事業ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ（国交省）

※供用開始後は土地所有権が阪神高速道路から独立行政法人 日本高速道路保有・債務返済機構に移管される。
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URの参画意義

UR
・区画整理事業の申出換地による直接移転の実施、複雑な工事展開の調整を行い、
地権者負担の軽減や工期短縮を図ることにより、高規格堤防事業を円滑に推進し、
氾濫被害の低減効果を早期に発現する。

7関係者の意向

7

関係者 意向

堺市
・高規格堤防と区画整理事業の一体的整備により、大和川の治水安全度の向上と良
好な市街地の早期実現をめざしている。
・一体的整備は工事展開等の複雑な調整を行いながら事業を推進する技術的・ 専門
的な知見が必要であり、市自ら実施困難なため、URに施行して欲しい。

国土交通省
(近畿地整局)

・当地区の高規格堤防事業は、一定区間が連続し、大きな治水効果が得られるととも
に、大和川水系河川整備計画に位置付けている左岸側（阪高大和川線三宝地
区）の高規格堤防整備が完了する事業であり、積極的に推進したい。
・区画整理事業との連携及び一体整備により、早期整備完了や事業費の軽減を期待。

阪神高速道路(株)
・

保有・債務返済機構
・大和川は先行的に整備が進んでいるところ。まちづくりとの一体的整備を前提に事業を
進めており、供用開始後もまちづくり事業が円滑に進むよう引き続き協力する。
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土地区画整理事業の概要

阪高施設

面積 整理前 整理後
公共用地 4.4ha 4.4ha
宅 地 8.6ha 8.6ha※

合 計 13.0ha 13.0ha
※阪高宅地の約0.7ha(土地利用計画 ）
を公園用地として活用

■事業概要
(1)施 行 者 独立行政法人都市再生機構
(2)区域面積 約13.0ha(H27.12都市計画決定)
(3)地権者数 一般312名(217件)、堺市、阪高・保有機構
(4)事業期間 Ｈ29～Ｈ41年度(換地処分年度)
(5)事業費 203億円

市所有地
市所有地阪高所有地

【土地所有図】

【土地利用計画】

阪高施設阪高施設

8

(6)土地利用計画
平均減歩率：０％(保留地なし)

支出 収入
直接建設費 180 河川分担金 189
事務費 23 市分担金 14
計 203 計 203

公園
公園

（億円）
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【断面図】
事業区域

堤防
裏法部阪高用地(宅地) 宅地

2次整地(区画整理）

1次盛土(河川)大和川

道路構造物範囲

高さH
約6ｍ

高規格堤防特別区域(30H) 約180ｍ

高規格堤防事業 区画整理事業

工事 １次盛土 ２次整地・基盤整備・補償等

費用 国(河川)が負担 定められた負担ﾙｰﾙに基づき、
事業費を国(河川)と市が負担

■阪高(株) ※供用開始後は保有・債務返済機構

• 阪高上部を公園、宅地利用とすることで減歩負担
緩和や地権者の移転先確保に寄与

• 阪高上部以外の所有地を先行移転街区として活用
することに協力

■国土交通省（河川）

【地区延長 約1,000ｍ】

公園
公園

道路上部を宅地利用

先行移転街区

【土地利用計画】 公園施設の占用

【土地所有図】

公園
旧ポンプ場

工場跡地

市所有地

阪高所有地

9

■堺市
• 市有地を先行移転街区として活用
• 事業外の地権者生活再建(地区外移転希望者土地
の買収、公営住宅のあっせん等)を支援

関係者との役割分担

• 河川用地を一部公園利用

・全エリアの盛土が必要
・工事工程に応じて、工区単位での同時移転が必要

• 高規格堤防事業(1次盛土)は河川が全額負担
区画整理事業は河川と市がルールに基づき応分負担

現況地盤高
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■

■
■

■

■

■

■

■

■

■
■

■

地権者の移転パターン・移転の流れ
■地権者の移転パターン

地区外

地区内

①土地・建物を処分し、地区外へ転出

移転先
■移転の基本的な流れ

10

①地区外転出希望者が地区外へ転出

■

■

■

■
■

■
■

■

■

■
■

■
■

■

■

■

■
■

■
■

■

■

■

■

■

■

■
■

■

■ ■
■ ■

■

■■
■

■

■

■■

■ ■

■■

■

■

■ 仮移転

■
■

■
■

■

■

■

■

②一度移転希望者が先行移転街区へ移転

③中断移転者が一旦、地区外へ仮移転。宅地
完成後に仮移転先から戻り移転①希望者が地区外転出

Ｃ工区 Ａ工区Ｄ工区 Ｅ工区Ｂ工区
先行移転街区

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ａ
③中断移転（地区外仮移転）

②希望者が先行移転
街区へ一度移転

《参考：移転工区割図》

③中断移転（今と同じ場所へ戻る）

②一度移転（先行移転街区へ移転）
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今後のスケジュール
■事業全体のスケジュール

事業年度
(想定事業期間)

H
28

H
29

H
30

H
31

H
32

H
33

H
34

H
35

H
36

H
37

H
38

H
39

H
40

H
41

阪神高速大和川線
【阪高㈱】

一部開通
（地区内区間）

事業認可

盛土
圧密沈下

事業開始 事業完了
（13年目）

建物
撤去

高規格堤防事業
【国土交通省】

移転
交渉

区画整理事業
【ＵＲ】

宅地
整備

換地処分

先行移転街区
完成 完成

完成
完成

完成
完成

③中断移転

①地区外転出

河川
盛土

中断移転先から
戻り移転

②先行移転街区へ移転
地区外へ
仮移転

11

移転が完了した工区から
順次、河川盛土工事に着手

全線開通予定
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地
公
体
か
ら
の
要
請

まちづくりの観点から
機構実施が必要

• 多数の地権者が居住する上、高齢化が進んでいるため、地権者の
早期生活再建を図りつつ事業を円滑に実施するには、豊富な実
績・知見や、中立性及び公平性を有する立場での利害調整が必要
の記載があり、妥当と判断

適
合

地公体自ら実施が困
難・不適切

• 国の大和川高規格堤防事業と一体的な土地区画整理事業を行
うためには、複雑な工事展開や換地計画を調整しながら事業を推
進する技術的・専門的な知見が必要になり、市自ら実施することは
困難であると判断 の記載があり、妥当と判断

適
合

事業地区の
位置づけ又は
議会承認

• 堺市マスタープラン(平成２３年３月)及び堺市都市計画マスター
プラン(平成２４年１２月)において、災害に強いまちづくりの推進を
掲げている。特に、国の都市再生プロジェクト(第二次決定)に定め
た、阪神高速道路大和川線の整備と併せ、これと一体的に整備す
る大和川高規格堤防等の関連事業を積極的に推進するため、大
和川左岸三宝地区において平成２７年１２月に土地区画整理
事業の都市計画決定を行い、大和川高規格堤防整備事業と土
地区画整理事業の一体的整備を進め、大和川の治水安全度の
向上と良好な市街地の早期実現をめざしている の記載があり、妥
当と判断

適
合

都市再生事業実施基準適合検証（地方公共団体支援）①

12
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地公体との役割分担
堺市は
• 事業に係る生活再建を市の役割として実施
• 土地区画整理事業費に対する負担金を支出（国河川との負担
ルールに基づく応分の負担） することから、妥当と判断

適
合

政策実現効果 • 高規格堤防整備実現による壊滅的な氾濫被害の解消 適
合

民間事業者が
地公体を代替する
ことが困難な理由

〔イ：事業の長期化等のリスクが内在する事業であること。〕
• 権利者が多く、権利調整に時間を要すること、高規格堤防整備事
業者との工事調整を要するなど、事業の長期化のリスクが内在する
事業である。

〔ロ：関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事業
であること。〕
• 国（河川）・阪高との利害調整や300名を超える地権者との合意
形成を要し、中立性及び公平性が必要な事業である。

適
合

民間事業者の
参画機会 • 地権者の移転建替えにあたり、民間住宅建設事業等を誘発 適

合

事業の採算性 • 収支はともに適正に確保されている。 適
合

確認結果 適 合

都市再生事業実施基準適合検証（地方公共団体支援）②

13
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都市再生事業実施基準適合検証調書

地 区 名 東池袋四・五丁目（従前居住者用賃貸住宅）地区

目 的 民間都市再生事業に対する支援

所 在 東京都豊島区東池袋五丁目

地 区 面 積 約 0.1ha

検 証 年 度 平成 29 年度

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件
東京メトロ有楽町線「東池袋」駅 徒歩 5 分

従 前 の 状 況
【用途地域等】

【土地利用状況】

第一種住居地域・第３種高度地区（60％／300％）

住宅用途

事 業 の

経 緯

昭 和 5 8 年      
住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地

整備型）開始（東池袋四・五丁目地区）

平成 25 年 4 月
木密地域不燃化 10 年プロジェクト「不燃化特

区」指定

平成 25 年 6 月
木密エリア不燃化促進事業の適合検証

（平成 25 年第 1 回事業評価監視委員会）

平成 27 年 7 月
都市再生緊急整備地域指定

（池袋駅周辺地域）

平成 29 年 2 月
区が従前居住者用賃貸住宅建設等業務の実

施要請

そ の 他 －

事 業 計 画 概 要

【事業手法】

従前居住者用賃貸住宅建設事業

【計画概要】

東京都の「木密地域不燃化１０年プロジェクト不燃化特区」や「都市再

生緊急整備地域」に指定されている当該地区において、豊島区が進

めている公共施設整備や老朽木造建物の除却・建替え等による地区

の防災性向上や住環境の改善による防災まちづくりの推進に向けた

従前居住者対策として、従前居住者用賃貸住宅を建設する。

事項 現行計画

整備面積 約 550 ㎡

用途 従前居住者用賃貸住宅
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地 区 名 東池袋四・五丁目（従前居住者用賃貸住宅）地区

事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況

民

間

都

市

再

生

事

業

の

支

援

国の関与する計画
・都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域

「池袋駅周辺地域」(平成27年7月)

適

合

地方公共団体の意

向

機構に対する豊島区からの要請文に、

・木造密集市街地における公共施設整備や老朽木造建物の除却・建替え

等による地区の防災性向上や住環境の改善に向けた防災まちづくりを進

めていくことが急務であるが、その事業進捗を促進するには移転が必要と

なる借家人等従前居住者のための受皿住宅として機構による密集市街

地における防災街区の整備の促進に関する法律第 30 条の 2 に規定する

従前居住者用賃貸住宅の建設等が必要。

・事業進捗に合わせた民間賃貸住宅の活用では必要な戸数の確保が困

難であり、予算及び執行体制確保の点から区自らの実施も困難。

との記載があり妥当と判断。

適

合

地権者等の意向

＜イ．法第 14 条に規定する関係地方公共団体からの要請がある場合＞

密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第 30 条の 2 に

規定する要請を確認することで準用する。

－

政策実現効果

<政策目的：安全・安心まちづくりの推進>

・密集市街地内の各整備に伴い移転が必要となる借家人等従前居住者

のための受皿住宅を整備することで、従前居住者の生活再建を可能と

し、確実な密集市街地の整備促進に寄与する。

・要請対象地区において、避難道路の拡幅整備が進み、消防活動困難区

域の解消等が図られる。   

適

合

民間事業者支援の

内容

＜イ．事業の長期化のおそれがある等の事業に内在するリスクが軽減さ

れること＞

整備される従前居住者用賃貸住宅で借家人等を受け入れることにより、

輻輳した権利関係が整理されることで、土地の流動化が図られ、民間権

利者および事業者の建替えが促進される。

適

合

機構に代わる民間

事業者公募の実施

・密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第 30 条の２

第１項の規定に基づき、地方公共団体が、機構に要請型従前居住者用

賃貸住宅の建設、管理等の実施を要請する事業であるため、公募は実施

しない。

適

合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支は

ともに適正に確保されている

適

合

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○）

上記検証結果に対する事業評

価監視委員会の評価

都市再生事業実施基準に基づき、適切に検証が行われており、賃貸住宅

の新規供給は妥当である。

原則として従前居住者用住宅として区に借上げてもらうよう、区と調整

を行うこと。

今後の密集市街地整備における従前居住者用住宅のモデルとなるよう

努めること。
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位置図 東池袋四・五丁目（従前居住者用賃貸住宅）地区

Ｎ

０ｍ ５００ｍ １，０００ｍ

サンシャイン

造幣局地区

雑司ヶ谷霊園

©ＴＤＭ

池袋駅

大塚駅

ＪＲ山手線

都電荒川線

東京メトロ有楽町線

都電雑司ヶ谷駅

東池袋駅

東池袋四・五丁目
（従前居住者用賃貸住宅）地区

向原駅
東池袋四・五丁目地区

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）２３都市基交第２９号
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区域図 東池袋四・五丁目（従前居住者用賃貸住宅）地区

【対象地拡大図】

東池袋四・五丁目地区

【対象地】

東池袋四・五丁目

（従前居住者用賃貸住宅）地区

【対象地】
東池袋四・五丁目

（従前居住者用賃貸住宅）地区

拡大図

Ｎ ©ＴＤＭ

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。

（承認番号）２３都市基交第２９号

この地図は、東京都知事の承認を受け

て、東京都縮尺 2,500 分の 1 地形図を

利用して作成したものである。（承認番

号）２９都市基交著第４５号
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東池袋四・五丁目
（従前居住者用賃貸住宅）地区

平成29年度 第１回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成29年６月７日
独立行政法人都市再生機構
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位置図 及び 上位計画 1

1

立教大学 西口公園

東武
百貨店

池袋駅
西武

百貨店

南池袋
公園

大塚駅

雑司が谷霊園

東池袋
中央公園

街並み再生地区

サンシャインシティ

豊島清掃工場

造幣局地区

西池袋
公園

Ａ地区

防災都市づくり推進計画
重点整備地域

豊島区
新庁舎

朋有小

総合体育場

豊島郵便局

環
状
５
の
１
号
線

マルイ

東京芸術
劇場

メトロポリタン
ホテル

メトロポリタン
プラザ

東池袋
五丁目地区

東京音楽大学

ヤマダ
電機

ビックカメラ

ロサ会館

特定都市再生
緊急整備地域

池袋駅周辺エリア

帝京平成大学

東池袋四・五丁目地区 19.2ha

住宅市街地総合整備事業（密集型）
【木密10年PJ不燃化特区】

従前居住者用賃貸住宅 予定地

アウルタワー
（ＵＲ施行）

エアライズタワー
（組合施行）

Ｂ-2街区

－ 凡例 －

：開発中地区

：整備済地区

：都市計画道路（整備中）

造幣局
南地区

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の1地形図を利用して作成したものである。（承認番号）２９都市基交著第４５号
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昭和58年 ・住宅市街地総合整備事業

平成20年6月 ・都市計画決定（東池袋四・五丁目地区 地区計画）

平成24年度～ ・造幣局南地区まちづくり懇談会開催

平成25年4月 ・不燃化特区先行実施地区に指定

平成25年6月 ・豊島区から協力要請

平成25年6月 ・木密エリア不燃化促進事業の適合検証（平成25年第１回事業評価監視委員会）

平成25年12月 ・豊島区と不燃化促進に関する協定締結

平成25年12月 ・木密エリア不燃化促進事業 第1号案件契約

平成26年6月 ・造幣局南地区まちづくり協議会 発足

平成27年7月 ・都市再生緊急整備地域指定（池袋駅周辺地域）

平成29年2月 ・豊島区から従前居住者用賃貸住宅の建設等業務の実施要請

平成29年3月 ・造幣局南地区 まちづくり構想策定・区長提言

経緯 2
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周辺の防災まちづくりとＵＲの取組概要 3

防災公園

市街地

（区）防災道路A路線

東池袋四丁目2番街区
（組合施行）

補助176号線
延長

③従前居住者用賃貸住宅

①造幣局跡地を活用し
た連鎖型面的整備

②エリア買いによる不燃化
促進（代替地等）

東池袋四・五丁目地区

造幣局地区

東池袋五丁目地区
第一種市街地再開発事業

（組合施行）

市街地再開発事業（区ほか）

補助81号線沿道まちづくり

（区）防災道路B路線

④道路拡幅事業に合わせ、UR取得
地を絡めた小さな共同化等の検討

造幣局南地区

東池袋四・五丁目地区でのURの役割
① 造幣局南地区での連鎖型面的整備検討

（まちづくり協議会運営支援受託）
② エリア買いによる不燃化促進（代替地等）
③ 従前居住者用賃貸住宅の整備
④ 防災道路等の沿道における面的整備検討
⑤ 防災公園等の整備

造幣局地区

⑤防災公園等
の整備

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の1地形図を利用して作成したものである。（承認番号）２９都市基交著第４５号
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従前居住者用賃貸住宅の豊島区要請理由・役割分担

・公共施設整備や老朽木造建物の除却・建替え等による地区の防災性向上や住環境の改善に
向けた防災まちづくりを進めていくことが急務であり、事業進捗に応じた従前居住者対策が必要
・民間賃貸住宅の活用では、必要な戸数の確保が困難であることを背景に、防災まちづくりの効
果的、集中的な推進のため、従前居住者用賃貸住宅の新規整備を要す。
・予算及び執行体制確保の点から豊島区自らの従前居住者用賃貸住宅の整備は困難なため、
ＵＲに、従前居住者用賃貸住宅（96戸）の建設等業務を実施要請。

4

■豊島区の要請理由

■豊島区とＵＲの役割分担（従前居住者用賃貸住宅）
・ＵＲが、豊島区の要請に基づき、従前居住者用賃貸住宅を建設・管理。
・豊島区は、事業の進捗状況に応じ、原則、必要戸数をＵＲから借上げ、従前居住者に賃貸。
→地方公共団体の財政負担を必要最小限に抑えつつ、従前居住者対応が可能に
・従前居住者が入居しない間は、UR賃貸(定期借家)として公募。

・密集市街地改善に資する事業を推進するため、
地方公共団体が、自ら従前居住者用賃貸住宅の建設等を行うことが困難な場合において、
地方公共団体の要請に基づき、ＵＲが従前居住者用賃貸住宅を建設、管理等を行う。
＜密集市街地整備法第30条の２＞

■要請型従前居住者用賃貸住宅の制度概要

URによる賃貸住宅の新規供給について妥当と判断
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H27 H28 H29 H30 H31 H32

事業スケジュール（東池袋四・五丁目地区全体） 5

造幣局南 再開発

防災道路事業
（区）

補助81号線
（都）

●用地取得完了 道路整備事業

沿道まちづくり

H29.2
要請文受領

基本設計 実施設計 建築工事

まちづくり構想
策定

再開発事業
都市計画決定（予定）

防災道路Ｂ路線整備

準備組織設立 基本計画検討 行政協議

従前居住者用
賃貸住宅（UR）

エリア買い取得上
限額変更ＰＪ

木密エリア不燃化促進事業（エリア買い）
木密エリア不燃化促
進10年ＰＪ終了年

度（予定）

造幣局 防災公園
（UR） 造幣局移転・解体 公園開園（予定）

解体・公園整備

木密エリア不燃化
促進事業（UR）

H32.7 竣工
H32.9 入居予定

H29.6
事業認可申請
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民
間
都
市
再
生
事
業
に
対
す
る
支
援

国の関与する
計画

・都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域
「池袋駅周辺地域」(平成27年7月)

適
合

地方公共団体
の要請

機構に対する豊島区からの要請文に、
・木造密集市街地における公共施設整備や老朽木造建物の除却・建替え等
による地区の防災性向上や住環境の改善に向けた防災まちづくりを進めていくこ
とが急務であるが、その事業進捗を促進するには移転が必要となる借家人等従
前居住者のための受皿住宅として機構による密集市街地における防災街区の
整備の促進に関する法律第30条の2に規定する従前居住者用賃貸住宅の建
設等が必要。
・事業進捗に合わせた民間賃貸住宅の活用では必要な戸数の確保が困難で
あり、予算及び執行体制確保の点から区自らの実施も困難。
との記載があり、妥当と判断。

適

合

地権者等の要
請

＜イ．法第14条に規定する関係地方公共団体からの要請がある場合＞
密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第30条の2に規定
する要請を確認することで準用する。

ー

政策実現効果

<政策目的：安全・安心まちづくりの推進>
・密集市街地内の各整備に伴い移転が必要となる借家人等従前居住者のた
めの受皿住宅を整備することで、従前居住者の生活再建を可能とし、確実な
密集市街地の整備促進に寄与する。
・要請対象地区において、避難道路の拡幅整備が進み、消防活動困難区域
の解消等が図られる。

適

合

■事業実施基準への適合 （民間都市再生事業の支援①） 66都市再生事業実施基準への適合状況（１） 6
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民
間
都
市
再
生
事
業
に
対
す
る
支
援

民間事業者支
援の内容

＜イ．事業の長期化のおそれがある等の事業に内在するリスクが軽減されること＞
整備される従前居住者用賃貸住宅で借家人等を受け入れることにより、輻輳
した権利関係が整理されることで、土地の流動化が図られ、民間権利者および
事業者の建替えが促進される。

適
合

機構に代わる
民間事業者公
募の実施

・密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第30条の２第１
項の規定に基づき、地方公共団体が、機構に要請型従前居住者用賃貸住
宅の建設、管理等の実施を要請する事業であるため、公募は実施しない。

適
合

事業の採算性 ・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支はともに
適正に確保されている

適
合

■事業実施基準への適合 （民間都市再生事業の支援②） 7■事業実施基準への適合 （民間都市再生事業の支援①） 77都市再生事業実施基準への適合状況（２） 7

確認結果 適 合
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